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こんにちは、とどろき利治です。 

小沢代表の辞任届提出の件では、皆様に大変ご心配をおかけしました。小沢

氏が代表にとどまることが決定した今、新たな思いで、より強固な民主党づく

りに参画していきたいと思っております。 

さて、今回は臨時国会に提出ずみ、あるいは提出予定の民主党法案の動向に

ついて報告します。 

 

11 本の議員立法を参院に提出予定 

最大の特徴は、先の参院選で公約したマニュフェストに則り、第一党の立場

にある参議院に 11 本の民主党議員立法を提出する、ということです。衆議院に

提出ずみの労働法関連の修正案 2本を加えると、合計 13 本になります。 

法案提出側になるわけですから、これまでとは逆に他党からの質疑に対する

答弁を行わなければなりません。担当される民主党議員の方は大変ですが、国

民の生活を第一に考えた民主党法案を成立させるために、私も精一杯の援護射

撃をしていく所存です。 

 

会期延長でさらなる法案成立をめざす 

安倍首相の辞任などの影響から、ついこの前まで法案がまったく可決されな

い状況が続いてきましたが、11 月 9 日に今国会で初めて被災者支援改正法が成

立しました。また 2法案が参議院で可決し衆議院へ、反対に 2法案が衆議院か

ら参議院へ送られるなど、動きが出始めています。とくに、野党が提出した法

案が参議院を通過したのは実に 14 年ぶりだそうで、これも第一党のなせる力だ

と改めて認識したところです。 

しかし肝心なのは、法案を成立させることです。幸い臨時国会の会期が 35 日

間延長されることが決まりましたので、残る法案の提出と、両院での可決・成

立を目指す、これが民主党としての方針です。 
今回は以上です。 

メーン!! 



１６８臨時国会 主な提出取り組み法案 進行表                          2007年 11月 9日現在 
法案名 概要 『次の内閣』 提出 審議状況 

年金保険流用禁止法案 年金保険料を、年金支給以外に使うことを一切禁止。 9/12 了承 
9/14 
参提出 

10/25 参厚労委趣旨説明 
10/30 参厚労委質疑入り 
11/1 参厚労委質疑・可決 
11/2 参本会議・可決 

被災者生活再建支援法改正案 
災害被災者支援について、住宅本体への支援金支給、支
給要件の緩和、本年１月以降の災害への遡及適応など。 

9/19 了承 
9/27 
参提出 

10/31 参災特委趣旨説明 
11/8 参厚労委修正案共同提案・可決 
11/9 参衆本会議・可決成立 

障害者自立支援法 応益負担廃
止法案 

障害者、障害児に対する障害福祉サービスの自己負担一
割（応益負担）を凍結。 

9/12 了承 
9/28 
参提出 

 

労働契約法案 
労働契約における労使合意の原則、均衡待遇、労働契約
の締結から変更、終了までの内容、手続きを規定。 

(6/23 了承) 
10/3 再確認 

9/28 
衆提出 

最低賃金法改正案(※継続法案) 
労働者が健康で文化的な最低限度の生活を営むことがで
きるよう、最低賃金が生活保護給付水準を超えるよう規
定。 

(6/23 了承) 
10/3 再確認 

5/23 
衆提出 

11/2 衆厚労委質疑入り 
≪労働契約法・最賃法修正合意≫ 
11/7 衆厚労委修正可決 
11/8 衆本会議・可決 

肝炎医療費助成法案 
Ｂ型・Ｃ型肝炎のウィルス感染者のインターフェロン治
療を助成。 

9/19 了承 10/2 参提出  

イラク特措法廃止法案 イラク特措法を廃止し、直ちに自衛隊をイラクから撤退。 9/26 了承 10/18 参提出  

農業者戸別所得補償法案 
食料の安定供給及び安全性確保の観点から、主要農産物
を生産する販売農家への戸別所得補償制度を導入。 

10/3 登録 
10/10 了承 

10/18 
参提出 

10/30 参農水委趣旨説明 
11/1 参農水委質疑入り 
11/8 参農水委・可決 
11/9 参本会議・可決 

     

保険業法改正案 
ＰＴＡで運営する共済や障害者の医療費を保証する共済
等非営利小規模共済の存続支援。 

9/26 了承 11/1 参提出  

政治資金規制法改正案 
全ての政治団体の 1 円以上の支出（人件費を除く）の、
領収書の写しを収支報告書に添付。 

10/3 登録 
10/4 全党議論 
10/10 了承 

参予定 実務者協議中 

子ども手当法案（仮称） 中学校卒業までの子どもに、一人月額2万 6000円を支給。 
10/3 中間報告 
10/17 了承 

参予定  

独立行政法人及び特殊法人の廃
止、民営化等推進法案 

3 年以内に全ての独立行政法人・特殊法人について廃止又
は民営化等の措置を講ずる。 

10/3 登録 
10/10 中間報告
10/17 了承 

参予定  

     

郵政株式会社等の株式処分停止
等法案 

国民生活に必要な役務提供のための民営化の見直しを行
い、株式の処分を停止する。 

10/17 了承 10/23 参提出 国民新党提起＝共同提案 

 


